
【貸借対照表】 （単位：円） 【行政コスト計算書】 （単位：円） 【純資産変動計算書】 （単位：円） 【資金収支計算書】 （単位：円）

令和２年度 令和２年度 令和２年度 令和２年度 令和２年度

【資産の部】 【負債の部】 経常費用 2,814,028,806 １ 業務活動収支 683,864,260

１ 固定資産 10,028,012,890 １ 固定負債 3,826,408,162 １ 人件費 1,066,033,372 業務支出 2,270,923,014

（１） 有形固定資産 9,959,815,319 （１） 地方債 2,970,754,101 （１） 職員給与費等 907,278,773 純行政コスト △ 2,592,285,860 業務収入 2,954,787,274

事業用資産 9,591,034,152 （２） 退職手当引当金 855,654,061 （２） 賞与等引当金繰入額 73,508,370 財源の使途 臨時支出 0

インフラ資産 0 （３） 借入金 0 （３） 退職手当引当金繰入額 75,794,742 財源 2,746,070,327 臨時収入 0

物品 934,679,677 （４） その他の固定負債 0 （４） その他 9,451,487

減価償却累額 △ 565,898,510 ２ 物件費等 1,624,180,679 税収等 2,732,022,327 ２ 投資活動収支 △ 337,714,138

２ 流動負債 575,020,168 （１） 物件費 1,114,716,905 国県等補助金 14,048,000 投資活動支出 350,740,138

（２） 無形固定資産 4,397,573 （１） 翌年度償還予定地方債 499,843,986 （２） 維持補修費 36,206,896 当期差額 153,784,467 投資活動収入 13,026,000

（２） 賞与引当金等 73,508,776 （３） 減価償却費 473,256,878 固定資産等の変動（内部変動）

（３） 投資その他の資産 63,799,998 （３） 預り金 1,667,406 （４） その他 0 有形固定資産の増加 ３ 財務活動収支 △352,971,294

投資及び出資金 0 （４） その他流動資産 0 ３ その他の業務費用 28,516,994 有形固定資産の減少 　 財務的支出 584,871,294

基金（長期） 63,799,998 （１） 支払利息 21,826,031 貸付金・基金等の増加 財務的収入 231,900,000

その他の固定資産 0 負債合計 4,401,428,330 （２） その他 6,690,963 貸付金・基金等の減少

【純資産の部】 ４ 移転費用 95,297,761 資産評価差額 当期収支 △ 6,821,172

２ 流動資産 294,208,682 （１） 補助金等 50,096,685 無償所管換等 0 期首資金残高 40,317,865

（１） 現金預金 35,166,512 （１） 固定資産等形成分 10,287,055,060 （２） 社会保障給付 402 その他純資産変動 115,590 期末資金残高 33,499,106

（２） 基金（短期） 259,042,170 （２） 余剰分（不足分） △ 4,366,261,818 （３） その他移転支出等 45,200,674 当期純資産変動額 153,900,057 期首歳計外現金残高 1,419,080

（３） その他の流動資産 0 経常収益 期末歳計外現金残高 1,667,406

純資産合計 5,920,793,242 （１） 使用料及び手数料 196,123,266 期末現金預金残高 35,166,512
資産合計 10,322,221,572 負債及び純資産合計 10,322,221,572 （２） その他 25,619,681

2,592,285,859

（１） 臨時損失 1

（２） 臨時利益 0

2,592,285,860純行政コスト

区分 区　分区分

期首純資産残高

令和２年度　　袋井市森町広域行政組合　要約財務諸表　（連結会計）

区　分区　分

期末純資産残高

純経常行政コスト（経常費用－経常収益）

5,920,793,242

5,766,893,185

＜財務書類作成対象範囲＞
・袋井市森町広域行政組合

・静岡県市町総合事務組合（※非常勤職員公務災害補償事務区分のみ対象）

<財務書類作成の取り組み>
総務省は平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」を示し、今後すべての地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類を作成するよう要請しました。

袋井市森町広域行政組合はこのことを受け、平成28年度決算より「統一的な基準」に基づき財務書類を作成することとしました。

財務書類については、これまでも作成し、資産及び負債の管理や、組合の財務状況の公表資料として活用してきましたが、今後は「統一的な基準」による財務書類の最大のメリットである比較可能性に注目し、更なる活用をしていきたいと考

貸借対照表は、基準日時点における組合の財政状態を一目でわかるように

したものです。

貸借対照表は、「資産の部」、「負債の部」及び「純資産の部」に区分されま

す。

資 産：組合活動を行うための事業資産や将来のための基金など

負 債：借入金や退職手当引当金など将来負担となるもの

純資産：将来返済することがない財産

行政コスト計算書は、組合の１年間の行政サービスの成

績を表しています。

経常費用は、組合が業務活動を継続していくのに必要

なコストになります。このコストは経常収益では賄えてい

ません。不足分を分担金で賄っております。

純資産変動計算書は、貸借対照表における純資産の部がどのように増減

したかを表しています。

当期差額がマイナスになっております。当年度において組合の正味の資

産が減ったことを意味しています。

資金収支計算書は、１年間の現金の増減を活動の性質別に表しておりま

す。

業務活動収支：毎年度の経常的な収支を表します。

投資活動収支：資産の取得、処分や基金の積立、取崩を表します。

財務活動収支：公債費等の発行、償還などの収支を表します。


